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平川市人事行政の運営等の状況の公表について 

 

 市民の皆さんに、市職員の任免や給与、勤務条件などの状況をお知らせすることで公平性と透明性 

を高め、より適正な人事行政の運営を確保することを目的として、「平川市人事行政の運営等の状況の 

公表に関する条例」（平成１８年条例第３３号）の規定に基づき公表いたします。 

 

                                  平成２５年１０月３１日 
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■ 職員の任免及び職員数に関する状況 

１ 総職員数（平成２５年４月１日現在） 

区    分 条例定数 職員数 

市長事務部局 

一般 ２６８ ２２０ 

病院事業 ６８ １７ 

水道事業 １５ １３ 

議会事務部局 ６ ５ 

選挙管理委員会事務部局 ２ ２ 

教育委員会事務部局 ６８ ５４ 

農業委員会事務部局 １０ ６ 

監査委員事務部局 ２ ２ 

消防本部事務部局 ６８ ６４ 

計 ５０７ ３８３ 

 （注）特別職、常勤的非常勤職員、派遣職員は含みません。 
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２ 職員採用試験の状況（平成２４年度） 

  ○試験日・会場  第１次試験  ９月１６日(日) 平川市生涯学習センター 

           第２次試験 １０月２８日(日) 平川市役所 

試験職種 応募者数 受験者数 合格者数 採用者数 

上級一般行政職 ６４ ５８ ６ ６ 

上級一般行政職 

（社会人枠） 
２２ ２１ １ １ 

初級一般行政職 ２７ ２７ ２ ２ 

初級一般行政職 

（身体障害者） 
３ ３ １ １ 

 

３ 職種別採用及び退職の状況 

職   種 H24.4.1 現在 退職者数 採用者数 H25.4.1 現在 

一般行政職 ２７３ １８ １０ ２６５ 

医師 １  １ ２ 

薬剤師 １   １ 

医療技術職 ２   ２ 

栄養士 １   １ 

看護師 ９   ９ 

保健師 １３ １  １２ 

技能労務職 ２４ ２ １ ２３ 

教育職 ４ ２ ２ ４ 

消防職 ６５ １  ６４ 

計 ３９３ ２４ １４ ３８３ 

 （注）退職者数、採用者数には派遣職員、職種変更、青森県教育委員会との異動分を含みます。 

 

４ 事由別退職者数 

定年退職 勧奨退職 死亡退職 普通退職 その他の退職 合 計 

１３ ７ ２ ０ ２ ２４ 
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５ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由                    （各年４月１日現在） 

区 分 

部 門 

職  員  数 対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

平成２４年 平成２５年 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議 会 ５ ５ ０  

総 務 ８５ ８１ △４ 事務の統廃合縮小に伴う減少 

税 務 ２７ ２５ △２ 事務の統廃合縮小に伴う減少 

労 働 ２ ０ △２ 事務の統廃合縮小に伴う減少 

農 林 水 産 ２５ ２４ △１ 事務の統廃合縮小に伴う減少 

商 工 ７ ８ １ 事務の統廃合縮小に伴う増加 

土 木 ２３ ２３ ０  

民 生 ３２ ２６ △６ 事務の統廃合縮小に伴う減少 

衛 生 ２０ ２０ ０  

計 ２２６ ２１２ △１４  

教 育 部 門 ５９ ６０ １ 事務の統廃合縮小に伴う増加 

消 防 部 門 ６６ ６５ △１ 退職不補充 

小   計 ３５１ ３３７ △１４  

会
計
部
門 

公
営
企
業
等 

病 院 １６ １７ １ 診療所新設に伴う増加 

水 道 ５ ５ ０  

下 水 道 ８ ８ ０  

そ の 他 ２４ ２６ ２ 事務の統廃合縮小に伴う増加 

小   計 ５３ ５６ ３  

合    計 
４０４ 

[ ５０７ ] 

３９３ 

[ ５０７ ] 

△９ 

 
 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。（教育長を含む。） 

   ２ [  ]内は、条例定数の合計である。 

 

（２）年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在） 
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（３）職員数の推移 

                                  （単位：人：％）    

  年度 

部門別 
２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 

過去５年間の 

増減数（率） 

一般行政 ２４２ ２４１ ２３４ ２２８ ２２６ ２１２ △３０（△１２．４％） 

教 育 ７１ ７１ ６３ ６３ ５９ ６０ △１１（△１５．５％） 

消 防 ６６ ６６ ６６ ６７ ６６ ６５ △１（△１．５％） 

普通会計計 ３７９ ３７８ ３６３ ３５８ ３５１ ３３７ △４２（△１１．１％） 

公営企業計 ５７ ５２ ５４ ５５ ５３ ５６ △１（△１．８％） 

総 計 ４３６ ４３０ ４１７ ４１３ ４０４ ３９３ △４３（△９．９％） 

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 
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■ 職員の給与の状況 

１ 総括 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 
（平成 24 年度末） 

歳出額 

    Ａ 
実質収支 

人件費 

   Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

平成 23 年度 

の人件費率 

24 年度 33,392 人 16,354,499 千円 240,384 千円 3,054,554 千円 18.7％ 17.5％ 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

Ａ 

給   与   費 
一人当たり給与費 

Ｂ／Ａ 

 

 
給  料 職員手当 

期末・ 

勤勉手当 
計 Ｂ  

24 年度 
人 

 351 

千円 

1,326,553 

千円 

139,278 

千円 

463,425 

千円 

1,929,256 

千円 

  5,496    

 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

   ２ 職員数は、平成２４年４月１日現在の人数です。 

 

（３）特記事項 

   なし 

   

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

（Ｈ１９）
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（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す 

指数です。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したも 

のです。 

   ３ 「参考値」は国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値で 

す。 
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２ 一般行政職給料表の状況（平成２５年４月１日現在） 

（ 単位 ： 円 ）   

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

１ 号 給 の 

給 料 月 額 
135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200 

最 高 号 給 の 

給 料 月 額 
243,700 307,800 354,700 388,300 400,600 422,600 456,200 

  （注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものです。 

 

 

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２４年４月１日現在） 

①一般行政職 

 

②技能労務職 

区  分 
公 務 員 民  間 参 考 

平均年齢 職員数 平均給料月額 
平均給与月額 

（Ａ） 

平均給与月額 

（国ベース） 

対応する民間

の類似職種 
平均年齢 

平均給与月額 

（Ｂ） 
Ａ／Ｂ 

平川市 52.7 歳 24 人 312,196 円 332,096 円 334,272 円 － － － － 

 

うち運転員 53.5 歳 11 人 316,993 円 339,711 円 337,396 円 
自家用乗用 

自動車運転者 54.3 歳 226,400 円 1.50 

うち用務員 51.1 歳 11 人 302,665 円 321,410 円 327,296 円 用務員 53.5 歳 206,600 円 1.56 

青森県 47.4 歳 438 人 308,500 円 345,957 円 332,413 円 － － － － 

国 49.7 歳 3,479 人 
270,465 円 

(285,030)円 
－ 

307,506 円 

(323,181)

円 

－ － － － 

類似団体 49.6 歳 23 人 304,275 円 325,815 円 315,213 円 － － － － 

 
  参考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 

（Ｃ） 

民間 

（Ｄ） 
Ｃ／Ｄ 

平川市 － － － 

 うち運転員 5,451,632 円 3,051,200 円 1.79 

うち用務員 5,250,320 円 2,861,400 円 1.83 

  

 ※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２１年～２３年の３ヶ年平均） 

  ※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものでありません。 

  ※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支

給された期末・勤勉手当、民間においては前年度に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。 

 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手 

 当などのすべての諸手当の額の合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ 

 ているものです。 

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤手 

当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。 

   ３ 国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国ベース）の括弧書きは、給与改 

  定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。 

 

 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

平川市 46.1 歳 333,027 円 354,287 円 354,451 円 

青森県 43.6 歳 339,300 円 410,456 円 372,235 円 

国 42.8 歳 
304,944 円 

(329,917)円 
－  円 

372,906 円 

(401,789)円 

類似団体 43.5 歳 327,709 円 376,378 円 352,805 円 
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（２）職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在） 

区    分 平 川 市 青 森 県 国 

一般行政職 
大学卒 172,200 円 172,200 円 163,987(172,200)円 

高校卒 140,100 円 140,100 円 133,418(140,100)円 

技能労務職 
（技能職・労務職平均） 

高校卒 135,150 円 137,200 円 －  円 

中学卒 125,400 円 125,400 円 －  円 

（注）国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

一般行政職 
大学卒 262,113 円 311,454 円 339,171 円 

高校卒 227,967 円 276,129 円 314,209 円 

技能労務職 高校卒 －  円 213,050 円 256,450 円 

 

 

４ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）１ 平川市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

    ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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80%
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平成２４年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

７級
６級
５級
４級
３級
２級
１級

 

区  分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１級 主事・技師 16 人 6.8 ％ 

２級 主事・技師 20 人 8.5 ％ 

３級 係長・主査 93 人 39.2 ％ 

４級 課長補佐・主幹・主任主査 71 人 30.0 ％ 

５級 課長・参事 25 人 10.5 ％ 

６級 総括課長 2 人 0.8 ％ 

７級 部長 10 人 4.2 ％ 
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 

 

・現在人事評価制度構築中のため、昇給への反映についてもその中で検討しています。 

 

・昇給については、勤務成績の状況により「良好」より劣るものについてのみ反映しています。「良好」よ

り優るものについては、人事評価制度構築にあたり適切に評価できるようになれば実施する予定です。 

 

 

５ 職員の手当の状況 

（１）期末手当・勤勉手当 

平   川   市 青   森   県 国 

１人当たり平均支給額 

（平成 24年度） 

1,358 千円 

１人当たり平均支給額 

（平成 24年度） 

1,594 千円 

－ 

（平成 24年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

2.50 月分      1.35 月分 

(1.40)月分     (0.65)月分 

（平成 24年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

2.50 月分      1.35 月分 

(1.40)月分     (0.65)月分 

（平成 24年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

2.60 月分      1.35 月分 

(1.45)月分     (0.65)月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5％～20％ 

 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5％～20％ 

・管理職加算 10％～25％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5％～20％ 

・管理職加算 10％～25％ 

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

 

 

・現在人事評価制度構築中のため、勤勉手当への反映についてもその中で検討しています。 

 

 

（２）退職手当（平成２４年４月１日現在） 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、23 年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。 

 

 

平   川   市 国 

計算式 

 基本額 ＋ 調整額 

基本額 

 退職日の基本給月額  

× 退職理由別・勤続年数別支給率 

（支給率）    自己都合    勧奨・定年 

勤続 20 年    23.50 月分   30.55 月分 

勤続 25 年    33.50 月分   41.34 月分 

勤続 30 年    41.50 月分   50.70 月分 

最高限度額   59.28 月分   59.28 月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（2%～20％加算） 

（退職時特昇 なし） 

調整額 

 在職中の職責等による貢献度に基づく加算 

（0 ～ 41,700）円 × 60 ヶ月 
１人当たり平均支給額    

     自己都合   ／  勧奨・定年 

－ 千円  ／  24,063 千円 

計算式 

 基本額 ＋ 調整額 

基本額 

 退職日の基本給月額  

× 退職理由別・勤続年数別支給率 

（支給率）    自己都合    勧奨・定年 

勤続 20 年    23.50 月分   30.55 月分 

勤続 25 年    33.50 月分   41.34 月分 

勤続 30 年    41.50 月分   50.70 月分 

最高限度額   59.28 月分   59.28 月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（2%～20％加算） 

（退職時特昇 なし） 

調整額 

 在職中の職責等による貢献度に基づく加算 

（0 ～ 79,200）円 × 60 ヶ月 
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（３）地域手当（平成２４年４月１日現在） ※導入無し 

  

 

 

 

 

 

（４）特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在） 

支給実績（平成２３年度決算） １０，６８５千円 

 うち診療所関係職員分 ８，４３９千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算） １８４，２２０円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２３年度） １４．１％  

手当の種類（手当数）   １０種類  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

死体処理手当 一般行政職 行旅死亡人の処理業務 １体につき１，０００円 

犬猫死体処理手当 一般行政職 犬猫の死体処理業務 １体につき３００円 

夜間勤務手当 消防署勤務職員 夜間業務 １回につき３５０円 

救急業務手当 消防署勤務職員 
救急業務 

救命処置業務 
救急業務１回につき１５０円 

救命処置１回につき２５０円 

医師基本手当 診療所医師 医療業務 給料月額の５５／１００ 

研究手当 診療所医師 診療所での医療業務 
常勤医師６０万円以内 

その他の医師３０万円以内 

往診手当 診療所医師・看護師 往診業務 
医師１回につき１００～６００円 

看護師１回につき５０～１５０円 

危険手当 診療所医師 月２０日以上 医 師 ５，０００円 

特別手当 葛川診療所勤務医師 葛川診療所での医療業務 給料月額の８０／１００ 

特殊業務手当    

 特殊診療手当 平川診療所常勤医師 特殊診療行為を実施した場合 固定点数×３０／１００以内 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（平成 24年度決算） 30,627 千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 76 千円 

支給実績（平成 23年度決算） 34,456 千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 84 千円 

※選挙手当を含みます。 

 

（６）その他の手当（平成２４年４月１日現在） 

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価 
国の制度 

との異同 

国の制度 

と異なる 

内容 

支給実績 

(23 年度) 

支給職員 

１人当たり 

平均支給年額 

（23 年度） 

扶養手当 

扶養親族のある職員に支給 

○配偶者：１３，０００円 

○配偶者以外 

・１人目 

配偶者が有る： ６，５００円 

配偶者が無い：１１，０００円 

・２人目以降：６，５００円 

※１５歳に達する日以後の最初の４月１日から２２歳に

達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子 

：５，０００円加算 

同  60,187 千円 235,104 円 

支給実績（平成２３年度決算） ０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算） ０円  

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

－ －  ％ －   人 －  ％ 
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住居手当 

住宅を借り受け月額１２，０００円を超える家賃を支払っ

ている職員 

○借家・借間：月額２７，０００円限度 

 

同  9,503 千円 316,767 円 

通勤手当 

通勤のため交通機関（バス等）を利用又は交通用具（自動

車等）を利用する場合で、通勤距離が２ｋｍ以上の場合に

支給 

○交通機関利用者：月額５５，０００円限度 

○四輪自動車等：２，０００円～２４，５００円 

同  17,783 千円 54,549 円 

管理職手当 

部長級及び課長級の職員に支給 

部長級：給料月額×５／１００ 

課長級：給料月額×３／１００ 

異 
国：棒給の特別調

整額として支給 
9,591 千円 199,796 円 

寒冷地手当 

毎年１１月から翌年３月までの各月の初日において、市内

その他寒冷の地域に在勤する職員に支給 

・世帯主／扶養親族あり  ：月額１７，８００円 

     ／扶養親族なし  ：月額１０，２００円 

・その他／         月額 ７，３６０円 

同  29,346 千円 73,364 円 

宿日直手当 
日直勤務を命ぜられた職員に支給 

○日直１回につき４，２００円を支給 
同  1,949 千円 9,994 円 

管理職特別 

勤務手当 

職員が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要に

より週休日又は祝日法による休日等若しくは年末年始の

休日等に勤務した場合に支給 

○管理職手当の支給率に応じ、２，０００円～６，０００

円を支給 

同  0 千円 0 円 

単身赴任 

手当 

公署を異にする異動等に伴い住居を移転し、やむを得ない

事情により、同居していた配偶者と別居することとなった

職員で、通勤することが通勤距離等を考慮して規則で定め

る基準に照らして困難であると認められるもののうち、単

身で生活することを常況とする職員に支給 

○月額２３，０００円 

○配偶者の住居との間の交通距離区分に応じ、６，０００

円～４５，０００円を加算支給 

同  0 千円 0 円 

 

 

６ 特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在） 

区     分 給   料   月   額   等 

給 
料 

市   長 

副 市 長 

 （参考）類似団体における最高／最低額 

758,000 円 

608,000 円 1,010,000 円／389,500 円 

800,000 円／526,500 円 

報 

酬 

議   長 

副 議 長 

議   員 

328,000 円 

293,000 円 

281,000 円 

528,000 円／274,000 円 

449,000 円／234,000 円 

409,000 円／220,000 円 

期
末
手
当 

市   長 

副 市 長 
  2.95 月分 

議   長 

副 議 長 

議   員 

  2.95 月分 

退
職
手
当 

 

市   長 

副 市 長 

（算定方式）      （１期の手当額）  （支給時期） 

758 千円×在職月数×45.5／100   16,554,720 円      任期毎 

608 千円×在職月数×26.5／100   7,733,760 円      任期毎 

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 

  勤めた場合における退職手当の見込額です。 
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■ 職員の勤務時間及びその他の勤務条件 

 １ 職員の勤務時間の状況（平成２４年４月１日現在） 

  標準的な勤務時間 

始業時刻～終業時間 ８：１５～１７：００ 

休憩時間 １２：００～１３：００ 

１日の勤務時間 ７時間４５分 

１週間の勤務時間 ３８時間４５分 

 

２ 職員の休暇の状況 

 ①年次有給休暇の状況（H24.1.1～H24.12.31） 

付与日数 ２０日 

繰越日数 ２０日以内 

平均取得日数 ９．０日 （前年７．８日） 

 

 ②職員の特別休暇等の状況（H24.4.1～H25.3.31） 

休暇の区分 休暇日数等 取得実績 

結婚休暇 職員が結婚する場合で連続する５日の範囲内の期間 ２件 

産前休暇 出産予定日までの８週間以内で申し出た期間 １件 

産後休暇 出産の日の翌日から８週間 １件 

配偶者出産休暇 妻の出産の日後２週間を経過する日までの期間内における２日 １０件 

妊産婦通院休暇 母子健康法による保健指導及び健康診査を受ける場合 ０件 

育児部分休暇 生後１年以内の子を養育する場合で１日２回３０分以内 ２件 

男性職員育児 

休暇 

妻の産前産後に出産した子または就学前の子を養育する場合で５日以内 
０件 

子の看護休暇 小学校就学前の子を看護する場合で１年につき５日以内 ２１件 

忌服休暇 職員の親族が死亡した場合で親族に応じ１～１０日以内 ５８件 

祭日休暇 父母、配偶者及び子の追悼のための行事を行う場合で１日 １２件 

病気休暇 公務外の疾病又は負傷のため療養する場合で連続する９０日（例外あり）以

内の必要最小限度の期間 
６０件 

介護休暇（無給） 配偶者、父母、子、配偶者の父母等を介護する場合で連続する６月の範囲内

の期間 
０件 

組合休暇（無給） 職員団体の業務に構成員として従事する場合で１年につき３０日以内 ０件 

 

③育児休業の状況（H24.4.1～H25.3.31） 

取 得 期 間 取得者数 

９月以上１２月未満 １人 

１２月以上１８月未満 ０人 

計 １人 
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■ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 １ 分限処分の状況 

種 類 処  分  の  内  容 ２４年度処分件数 

免 職 公務能率を維持する見地から、職員の意に反してその職を失わせる処分 ０件 

降 任 職員が現に有している職より下位の職に任命する処分 ０件 

休 職 職員に職を保有させたまま一定期間、職務に従事させない処分 ３件 

降 給 職員が現に決定されている給料の額より低い額の給料に決定する処分 ０件 

合 計  ３件 

   ※休職処分件数の事由別内訳 

    心身の故障の場合         ３件 

    刑事事件に関し起訴された場合   ０件 

    条例で定める事由の場合      ０件 

 

 ２ 懲戒処分の状況 

種 類 処  分  の  内  容 ２４年度処分件数 

免 職 職員を懲罰として勤務関係から排除する処分 ０件 

停 職 職員を懲罰として一定期間、職務に従事させない処分 ０件 

減 給 一定期間、職員の給料を一定割合を減額して支給する処分 ０件 

戒 告 職員の規律違反の責任を確認し、その将来を戒める処分 ２件 

合 計  ２件 

   ※懲戒処分件数の事由別内訳 

     給与・任用に関する不正      ０件 

     一般服務違反関係         ０件 

     一般非行関係           ０件 

     収賄等関係            ０件 

     道路交通法違反          ２件 

     監督責任             ０件 
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■ 職員の服務の状況 

 １ 職務に専念する義務の免除 

   職員は、職務に専念する義務を負います（地方公務員法第３５条）が、法律又は条例に特別な定めがあ 

る場合は、その義務が免除されます。 

   法律又は条例に特別な定めがある場合には、主に以下のようなものがあります。 

  （１）法律に定めがある場合 

    ○選挙権その他公民としての権利を行使する場合（労働基準第７条） 

    ○年次有給休暇（労働基準法第３９条） 

    ○休職する場合（地方公務員法第２７条第２項） ほか 

  （２）条例に定めがある場合（職務に専念する義務の特例に関する条例第２条） 

    ○研修を受ける場合 

    ○厚生に関する計画の実施に参加する場合 

    ○その他任命権者が定める場合 

 

平成２４年度実績 

区  分 許可件数 内  容 

研修を受ける場合 ０件  

厚生に関する計画の実施に参加する場合 ５２件 人間ドック、生活習慣病予防健診

の受診、健康診断による再検査の

受診 

その他任命権者が定める場合 ５６件  

 文化的諸行事又は各種競技大会等に参

加する場合 

１０件  

妊娠中又は出産後１年以内の女子職員

が母子保健法に規定する保健指導又は

健康診査を受ける場合 

６件  

職員団体による団体交渉を行なう場合 １６件  

 その他 ２４件  

 

 ２ 営利企業等への従事制限 

   職務の公平性を確保するという観点から、職務には営利企業への従事や役員等との兼業について制限が 

課せられています。（地方公務員法第３８条） 

   市では、職員から営利企業等への従事について許可申請があった場合には、次の各号のいずれにも該当 

せず、かつ、法の精神に反しないと認められる場合に限り、これを許可しています。 

  （１）職務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 

  （２）職員の占めている職と兼ねようとする地位又は従事しようとする事業若しくは事務との間に特別な

利害関係があり、又はその発生のおそれがある場合 

（３）職員の身分上ふさわしからぬ性質をもつ場合    
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■ 職員の研修の状況 

 １ 職員の研修状況（平成２４年度実績） 

 （１）全体研修  

研 修 名 講師 
対象者・ 

受講者数 
期  日 場  所 

平川市職員研修 

「東日本大震災の

教訓を踏まえ、市

町村職員に伝えた

いこと」 

前岩手県山田町長 

沼崎 喜一氏 

希望者 

101 名 

平成２４年 

１１月２６日 

生涯学習ｾﾝﾀｰ 

多目的ﾎｰﾙ 

 

（２）役職別研修  

研 修 名 講師 
対象者・ 

受講者数 
期  日 場  所 

人事評価評価者 

研修 

一般社団法人 

日本経営協会 

専任講師 

姫野 剛慶氏 

部長職・課長

職・課長補佐職 

６５名 

平成２４年 

１１月２１日 

市役所 

第４会議室 

人事評価制度職員

講習会 
総務課職員 

係長・係員 

１９０名 

平成２４年 

①１１月２８日 

②１１月３０日 

①生涯学習ｾﾝﾀｰ

多目的ホール 

②市役所 

第４会議室 

事務処理ミス防止 

（ヒューマンエラ

ー対策）研修 

ぎょうせい総合

研究所 

三留 敏明氏 

係長・係員 

２０２名 

平成２５年 

 ①１月１５日

②１月１６日 

③１月１７日 

①③市役所 

第４会議室 

②尾上総合支所 

委員会室 

 

（３）派遣研修 

  ① 県外研修機関 

研修施設 研 修 名 
終了 

者数 
期   間 

財団法人 

東北自治研修所 

行政課題研修 

（環境問題コース） 
１名 

平成２４年１１月１４日 

～１１月１６日 

 

② 青森県自治研修所 

体 系 研 修 名 
受講 

者数 
期   間 

基本研修 
新採用研修 

（前期・後期） 
５名 

（前期）①平成 24 年 ４月 ９日～ ４月 13 日 

②平成 24 年 4 月 16 日～ 4 月 20 日 

③平成 24 年 4 月 23 日～ 4 月 27 日 

④平成 24 年 5 月 7 日～ 5 月 11 日 
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⑤平成 24 年 5 月 14 日～ 5 月 18 日 

（後期）①平成 24 年 10 月 9 日～10 月 12 日 

②平成 24 年 10 月 16 日～10 月 19 日 

③平成 24 年 10 月 23 日～10 月 26 日 

④平成 24 年 10 月 30 日～11 月 ２日 

主事・技師研修 １名 平成２４年 ６月 ６日～ ６月 ８日 

主査研修 10 名 

①平成 24 年 5 月 21 日～ 5 月 23 日 

②平成 24 年 7 月 9 日～ 7 月 11 日 

③平成 24 年 11 月 5 日～11 月 7 日 

④平成 24 年 12 月 10 日～12 月 12 日 

主幹研修 ２名 平成２４年１１月２８日～１１月３０日 

市町村課長補佐研修 ３名 平成２４年 ７月１７日～ ７月１８日 

市町村課長研修 ４名 
①平成２４年 ６月２１日～ ６月２２日 

②平成２４年 ７月１９日～ ７月２０日 

選択研修 

危機発生時の 

マスメディア対応研修 
２名 平成２４年 ９月１４日 

地域力創造研修 ２名 平成２４年 ９月２０日～ ９月２１日 

法制執務研修 ２名 平成２４年 ９月２４日～ ９月２５日 

部下力向上研修 ５名 平成２４年１１月２６日～１１月２７日 

部局研修 

市町村税務新任者研修 ４名 平成２４年 ７月 ４日～ ７月 ６日 

市町村税務徴収研修 ２名  平成２４年 ７月３０日～ ７月３１日 

市町村固定資産税研修 ２名  平成２４年 ８月２２日～ ８月２４日 

徴収研修 ２名  平成２４年 ９月 ３日～ ９月 ５日 

市町村民税研修 ２名  平成２４年 ９月２７日～ ９月２８日 

青森県都市計画研修 ２名  平成２４年１１月 ８日 

道路計画研修 １名  平成２４年１１月１５日～１１月１６日 

   

 ③ 弘前圏域定住自立圏構想 圏域職員セミナー 

研 修 名 
受講

者数 
期   間 研修場所 

地域発信力向上研修 ２名 
（前期）平成 24 年 7 月 10 日～ 7 月 12 日 

（後期）平成 24 年 ８月 28 日～ ８月 29 日 
弘前市役所 

圏域職員合同セミナー ２名 平成２４年 ７月２５日 弘前市立観光館 

文書作成向上研修 ３名 平成２５年 １月１８日 弘前市役所 

メンタルヘルス研修 １名 平成２５年 １月２２日 弘前市役所 

圏域職員政策提言事業 ２名 
平成２４年 ７月２７日 

～平成２５年 ２月１９日 
弘前市役所他 
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④ 職員派遣研修（自発的研修） 

研 修 名 
修了 

者数 
期   間 研修場所 

少子化対策プロジェクト

（住宅関連グループ） 

先進事例調査 

３名 
平成２４年１１月２８日 

～１１月３０日 
島根県松江市 

少子化対策プロジェクト

（子育て支援グループ） 

先進事例調査 

５名 
平成２４年１１月１５日 

～１１月１６日 
山形県南陽市 

少子化対策プロジェクト

（婚活グループ） 

先進事例調査 

３名 
平成２４年１１月１４日 

～１１月１６日 

和歌山県橋本市・石川県 

かほく市 

農作物における土作りに

ついての研修 
２名 

平成２５年１月２３日 

～ １月２５日 

北海道帯広市・中川郡 

幕別町 
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■ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 １ 職員の健康診断の状況（平成２４年度） 

検診の種類 検査項目 受診者数 備    考 

職員総合検診 

胸部エックス線検査 ３３７人 人間ドック・他検診機関

受診者を除く。 

 

尿検 ３３５人 

血圧 ３４１人 

心電図（２５歳以上） ２６５人 

血液一般検査 ３４１人 

肝機能検査 ３４１人 

血中脂質検査 ３４１人 

血糖 ３４１人 

人間ドック 
１日ドック（３０歳以上） ４２人  

脳ドック（４５歳以上） １３人  

 

 ３ 公務災害及び通勤災害の発生状況（平成２４年度） 

  発生件数 

 

  

 

 

 

 

４ 青森県人事委員会の業務の状況（平成２４年度） 

給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の

要求の状況 

新たな措置要求 なし 

係属事案 なし 

不利益処分についての不服申立ての状況 新たな措置要求 なし 

係属事案 なし 

 

災害区分 件  数 

公務災害 ２件 

通勤災害 ０件 

計 ２件 


